
 

 
 

ＨＰＶワクチンの情報提供の評価に関する検討の経緯 

 

１．ＨＰＶワクチンの情報提供の評価について（前回審議会の概要） 

第 42 回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会（令和元

年８月 30日開催）では、ＨＰＶワクチンの情報提供に関する評価（調査結果）

を踏まえ、以下の検討事項を示している。 

① ＨＰＶワクチンの接種対象者やその保護者に対し、より確実に情報を

届ける方法を検討する必要があるのではないか。 

② より分かりやすいリーフレットとするために、調査結果等を踏まえて

記載内容を改訂してはどうか。 

 

２．前回（８月 30日）審議会における主なご意見 

（１）リーフレットの内容について 

○ 「積極的におすすめすることを一時的にやめています」という表現は、

行政的な対応の説明であり分かりにくい。より国民が理解しやすい表現に

すべき。 

○ 子宮頸がんがどういった疾患か、深刻度や実態の記載がない。これらを

記載した上で、ワクチンの子宮頸がんに対する予防効果について、記載

すべき。 

○ 誰に向けた、何を目的としたリーフレットなのかを明確化することが必

要。 

○ リーフレットの改訂に当たっては、リスクコミュニケーションの専門家

が関わって、分かりやすい表現とすべき。 

 

（２）情報提供の方法、その他 

○ 接種対象者に確実に情報を届けるため、全自治体で対象者に個別送付

を行うことを検討していくべき。 

○ 自治体が、情報提供を出来ていない理由を分析すべき。 

○ 情報提供に当たっては、かかりつけ医やマスメディアの役割も極めて

重要。 

○ 学校と連携した情報提供について検討を進めていくべき。 
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